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11．日本は人口減少社会へ突入．日本は人口減少社会へ突入したした
◎2005年人口動態統計により、初めて死亡数が出生数を上回る自然減に
◎予想より1年早まった

（出所）平成16年度版 少子化社会白書



22．人口減少による影響（一般論）．人口減少による影響（一般論）
 

①労働力の 
変化 

②経済成長 
の制約の 
恐れ 

③社会保障 
（現役世代の 
 負担の増加） 

○労働力の減少 
• 賃金（労働コスト）の上昇 
• 労働力不足を背景とする高齢者や女性、外国人による労働力確保 
○労働力の高齢化 

• 職業間、地域間、企業間の労働力の流動性が低下。この結果、構造変化が
進みにくく、経済成長の制約が懸念 

○労働力の減少による供給力の減退 
○若者市場の縮小 

• 学生・生徒の交通需要の減少、幼稚園や大学の冬の時代、産婦人科や小児
科の減少など 

○年金支出や医療保険支出の増加 
○国民負担率（社会保険料など）の増加に伴う手取り所得の減少 
○行政における公的債務の過大化 

○シルバー市場、余暇市場が拡大 
• また、こども市場の拡大、消費者像の変化、観光事業による「交流人口」
の拡大の動きなども表れつつある 

④市場の 
変化 

 

②子どもの健全な成長への 
影響 

④社会の分散化と基礎的な 
住民サービス提供への影響 

③価値観・生活スタイルの 
変化 

①家族の形態の変化による 
家族概念の変化 

○単身世帯の増加、未成年の子どものいる世帯の割合の減少 
• 社会の基礎単位「家族」の変化 

○中山間地等における過疎化の進行により、 
国土資源管理等の役割が維持できなくなる恐れ 

○競争の緩和と変質（受験戦争の緩和など） 
○ゆとりの増加 

• １人当たり居住面積の拡大、住宅・土地問題や交通混雑など 
過密に伴う問題の改善、余暇時間の増加 

 

○子ども同士の交流機会の減少 
• 子どもの社会性の減退により健やかな成長に影響も 

⑤環境負荷の低減 ○交通混雑の緩和などに伴う環境負荷の低減 

個人や家族に 
おける変化 

社会全体に 
おける変化 

経済におい
て予想され
ている変化

社会におい
て予想され
ている変化



33．新しい上越市．新しい上越市にとってにとって、人口減少は昔からの問題、人口減少は昔からの問題となっているとなっている

上越市の人口の長期的推移
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新潟県　（万人）

上越市　(千人）

合併前上越市　(千人）

13区　(千人）昔は１３区のほうが合併前上
越市より人口が多かった

明治期の新潟県の
人口は全国一

高度経済成長期に人口が並ぶ



44．．子どもの割合は高いが子どもの割合は高いが
2020～～3030歳代の担い手世代が低く、歳代の担い手世代が低く、7575歳超人口が高い歳超人口が高い

年齢別人口割合(平成17年）
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(出所）総務省『平成17年国勢調査』をもとに上越市創造行政研究所作成

各年齢の人口/
各地域の人口総数
（％）

全国
上越市

義務教育
（6-15歳）
20,905人（10.0％）

18歳
高校卒業

生産年齢人口（15-64歳）
126,491人（60.8％）

前期高齢者
（65-74歳）
24,926人（12.0％）

後期高齢者
（75歳以上）
25,415人（12.2％）

60歳
定年退職

（歳）

　団塊の世代
　11,149人（5.4％）
　56～58歳（昭和22～24年生）

合計特殊出生率は
全国・県より高い

高校卒業時に
市外転出？

年少人口（0-14歳）
29,917人（14.4％）

老年人口（65歳以上）
50,341人（24.2％）

介護保険費用、
医療費などが
増加する年代



上越市の人口動態
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(注1）各年データの対象期間は、前年10月1日～当年9月30日までの1年間
(注2)「社会動態(全体）」には「その他」（国外など）も含むため県内・県外の合計とは一致しない
(出所）「新潟県人口移動調査結果報告」をもとに上越市創造行政研究所作成

(人)

自然動態
社会動態（全体）

社会動態（県内）
社会動態（県外）

55．．人口動態人口動態 （自然動態と社会動態の推移）（自然動態と社会動態の推移）

出生と死亡の差引

県内移動

県外移動

人口移動（県内・県外）の合計数

（自然動態）

（社会動態）



66．出生の動向．出生の動向

合計特殊出生率と出生数の推移
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出生数（人）

※合計特殊出生率＝15～49歳までの女子の年齢別出生数を合計したもの
（出所）H1～H16は上越市こども福祉課資料、H17は新潟県人口動態統計より作成

全国

新潟県

合併前上越市

上越市

○平成14～17年では、合計特殊出生率（年代別出生率の合計）が低下傾向にある

○ただし同期間の出生数は、ほぼ横ばいで推移している

○平成14～17年では、合計特殊出生率（年代別出生率の合計）が低下傾向にある

○ただし同期間の出生数は、ほぼ横ばいで推移している

※出生数の減少は、一般に女子人口の
減少や未婚化・晩婚化に影響される



77．５年前．５年前（平成（平成1414年）年）からから死亡数が出生数を上回死亡数が出生数を上回ったった

上越市の自然動態　（出生と死亡）
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（出所）　「新潟県人口移動調査報告」をもとに上越市創造行政研究所作成

（人）

（出生数より死亡数が少ない）



88．．上越市は県外への転出が顕著となっている上越市は県外への転出が顕著となっている

上越市の社会動態
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(注1）各年データの対象期間は、前年10月1日～当年9月30日までの1年間　　(注2)「全体」には「その他」（国外など）も含むため県内・県外の合計とは一致しない
(出所）「新潟県人口移動調査結果報告」をもとに上越市創造行政研究所作成

(人)

三菱化成工業(株）の
直江津工場全面停止

工場立地が相次ぐ バブル経済崩壊
と見られる影響



99．．東京圏、地方圏及び上越市の人口移動の関係東京圏、地方圏及び上越市の人口移動の関係

社会動態の推移
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（注１）東京圏：東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県、地方圏：3大都市圏（東京圏、名古屋圏（岐阜県・愛知県・三重県）、関西圏（京都府・大阪府・兵庫県・奈良県））以外の地域
（注2）上越市の各年データの対象期間は、前年10月1日～当年9月30日までの1年間
（出所）東京圏・地方圏：総務省「住民基本台帳人口移動報告」、国土交通省「国土審議会計画部会第11回資料」、上越市：新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」をもとに上越市創造行政研究所作成
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東京圏（東京・神奈川・埼玉・千葉）（左軸）

地方圏（3大都市圏以外）（左軸）
上越市（右軸）

○地方圏の人口移動は東京圏との関係で説明される。
平成8年以降、東京圏への人口再集中傾向が見られる。
○上越市の人口移動も、地方圏とほぼ同じ傾向が見られる。



社会動態　（理由別）
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（注）県内・県外の合計　（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」をもとに上越市創造行政研究所作成

（人）

合　計

職　業

学　業

住　宅

家　族

戸　籍

その他

1010．．「職業」は平成「職業」は平成1212年以降転出超過傾向に、年以降転出超過傾向に、
「学業」は長期的な転出超過が続く「学業」は長期的な転出超過が続く

職業

学業

合計



社会動態　（年齢別）
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（注）県内・県外の合計　　（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」をもとに上越市創造行政研究所作成

（人）

計
0～14歳
15～19

20～24
25～29
30～34
35～44

45～54
55～64
65～

1111．．1515～～1919歳は長期的に転出超過が続いており、歳は長期的に転出超過が続いており、
2020～～2424歳は平成歳は平成1212年ごろから転出超過が顕著年ごろから転出超過が顕著

15～19歳

20～24歳

合計



１２.年齢別・理由別の社会動態

（出所）「新潟県人口移動調査結果報告」より
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